
Ⅱ 安心して暮らせるしまね
２．健康づくりと福祉の充実

(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

70 障がい者の自立に向 686,050 ○障がい者の地域における自立に向けた支 健康福祉部

けた特別支援事業 援 [健康推進課]

[障がい福祉課]

１．地域生活移行支援 商工労働部

①相談支援体制の整備 [雇用政策課]

②ケアホーム、グループホームの整備

③障害者就業・生活支援センターの運営

・雇用の場の拡大を図るため、障がい者

雇用促進員を配置

・就労を希望する障がい者の就労能力の

見極めを行うことにより適切な就労系

サービス利用を支援

④就労事業振興センターの運営

・商品の共同販売、人材育成、アドバイ

ザー派遣等を実施

⑤障がい福祉と農業の連携促進

・工賃向上に向け、コーディネーターの

設置や農業技術の指導など福祉施設と

農業分野の連携により農業就労を促進

⑥就労機器購入費の助成

⑦特例子会社等の設立を支援

⑧地域生活への移行と地域での生活の支

援

２．極めて重度の障がい児(者)への支援

①在宅サービス提供体制整備の助成

②在宅重症難病患者に対する一時入院の

支援

③強度行動障がい者支援のための支援ア

ドバイザー配置、特別支援居室整備

④障がい児(者)の治療費用の負担軽減

３．制度の狭間にある障がい者への支援

①発達障害者支援センターでの相談・就

労支援を実施

②心の問題を抱える子どもが、身近な地

域で早期に専門的な診療などの支援が

受けられる環境を整備

③高次脳機能障がい者への支援



(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

71 福祉・介護人材確保 256,946 ○高齢化の進展や介護人材不足に対応する 健康福祉部

対策事業 ため、将来を見据えた計画的な福祉・介 [地域福祉課]

（一部国基金事業） 護人材確保を図るための対策を実施 [高齢者福祉課]

①福祉・介護人材の需要調査 【新規】[青少年家庭課]

②啓発の推進

・中高生向け副教材の作成 【新規】

③人材の確保

・無料職業紹介、就職フェア開催、人材

マッチング支援

・働きながらの介護資格取得の支援

(№44再掲)

・潜在看護師の雇用による訪問看護師の

確保 【新規】

(№44再掲)

・未就業女性や中高年男性等を対象とし

た介護資格取得の支援 【新規】

④人材の定着

・小規模事業所の職場研修支援

・介護サービス事業所が研修派遣する職

員の代替職員経費を支援 【新規】

・介護福祉士実務者研修に参加する職員

の代替職員経費を支援 【新規】

72 新規 地域包括ケア推進事 21,820 ○高齢者が可能な限り住み慣れた地域で自 健康福祉部

業 立した日常生活を営むことができるよ [高齢者福祉課]

う、医療、介護、予防等のサービスを切

れ目なく提供する「地域包括ケアシステ

ム」の構築を推進

①訪問看護拠点の充実

②地域包括ケアシステム構築に係る市町

村の取組を支援

③訪問看護師の確保対策

・相談体制整備、体験会開催



（単位：千円）

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

73 食育推進基盤整備事 15,286 ○子どもや壮年期の健康を支える食育につ 健康福祉部

業 いての情報提供や普及啓発、市町村の取 [健康推進課]

組を支援 教育委員会

①食育フォーラム、料理コンクールを通 [保健体育課]

じた普及啓発

②朝食キャンペーン、食育の日、食育月

間等のＰＲの推進

③民間企業、団体を対象とした研修

④市町村等の栄養士を対象とした研修

⑤学校の栄養教諭を対象とした和食の効

用やメニュー開発等の研修

⑥小学生全員を対象とした「食の学習ノ

ート」の配布

74 離職者等の住まい対 146,496 ○離職者等に対する住まい対策を支援 健康福祉部

策事業（国基金事業） ［市町村事業］ [地域福祉課]

①住宅支援給付事業

・申請時65歳未満で離職後２年以内の者

に、求職活動、就労支援を受けること

を要件に住宅支援費を支給

②生活保護受給者に対する就労支援

・福祉事務所へ就労支援員を配置し、離

職者に対し各種支援を実施

③ホームレス緊急一時宿泊事業

・住宅喪失者に対し、健康状態の悪化防

止及び就労支援を行うため、宿泊場所

及び食料を緊急かつ一時的に提供

④東日本大震災の被災生活保護受給者へ

の生活再建サポート

・福祉事務所へ支援員を配置し、生活保

護受給者の生活再建を支援

[県事業]

①ＮＰＯ等民間団体が行う生活困窮者等

支援事業 【新規】

・生活困窮者等に対し、自立支援の観点

から総合相談、居場所の確保及び生活

支援を行うための経費の助成

［県社会福祉協議会事業］

①生活福祉資金相談体制整備

・生活福祉資金貸付事業の支援体制を強

化するため、相談員を配置



（単位：千円）

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

75 介護拠点等の緊急整 909,000 ○介護ニーズに対応するため小規模特別養 健康福祉部

備事業 護老人ホーム等の整備を推進 [高齢者福祉課]

（国基金事業） ①小規模特別養護老人ホーム等の整備

②認知症高齢者グループホーム等の防災

対策及び老朽修繕

③小規模多機能型居宅介護事業所等の整

備

76 介護施設開設等経費 270,600 ○介護施設等の開設時から安定した質の高 健康福祉部

助成事業 いサービスを提供するため、介護施設等 [高齢者福祉課]

（国基金事業） の開設に必要な経費を助成

[助成額］施設床数×60万円

77 自殺総合対策事業 38,175 ○自殺予防を強化するため、市町村の取組 健康福祉部

（国基金事業） 支援、相談体制整備や広報啓発活動等を [障がい福祉課]

推進


